
　土地の売買・賃借・交換・営業譲渡など、一定面積以上の土地取引に係る契約をした場合には、国土利用計
画法の規定により、その土地が所在する市町村に届出が必要です。
届出の対象となる面積：都市計画区域内５千㎡以上または都市計画区域外１万㎡以上
届出者：土地の権利取得者（買主等）
届出期限：契約締結日から２週間以内　　※提出期限を過ぎた場合でも、必ず届出書の提出が必要です。
提出書類：各２部　　※メールでの提出の場合には電子データ各１部（添付書類含む）
　　　　　①土地売買等届出書　　②土地売買等契約書の写し　
　　　　　③土地およびその付近の状況を明らかにした１／５，０００以上の図面
　　　　　④土地の形状を明らかにした１／５００から１／２，０００程度の図面（公図、測量図等）　　
　　　　　⑤委任状（代理人が届出する場合）
その他：届出をしないと法律で罰せられることがあります。
　　　　提出様式や制度の詳細は町ホームページをご覧ください。

一定面積以上の土地取引には届出が必要です

　届出・問合せ　政策推進課 政策推進係　☎２１－２１１７

ホームページ

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、地方自治体は毎年度決算時に健全化判断比率
と資金不足比率を算定し、公表することが義務づけられています。
　この比率は財政の健全度を示すもので、健全化判断比率のいずれかの比率が基準を超えた場合は、起債の借
入が制限されるなど、将来のまちづくりに様々な影響を及ぼすことになります。

令和７年度 健全化判断比率 余市町の比率 早期健全化基準 財政再生基準

〇実質赤字比率   一般会計の赤字の比率
　（算定の結果比率はありません）
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（１４．４３％以上）
１４．３１％以上

２０．０％以上

〇連結実質赤字比率
  全会計を対象とした赤字額の比率
　（算定の結果比率はありません）
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（１９．４３％以上）
１９．３１％以上

３０．０％以上

〇実質公債費比率
　一般会計が負担する元利償還金（返済）の比率

（４.９％）
４.５％

２５．０％以上 ３５．０％以上

〇将来負担比率
  一般会計が将来負担すべき負債の比率
　（算定の結果比率はありません）
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３５０．０％以上

○令和７年度 資金不足比率：公営企業の経営状態の悪化の度合いを示す指標（経営健全化基準：２０％以上※）
※資金不足比率＝資金の不足額÷事業の規模
　町では水道事業会計・下水道事業会計が対象ですが、いずれの会計も資金不足が無いため、比率はありません。
令和７年度決算における本町の各指標はいずれの比率も早期健全化基準を下回っており、今後も基準を超える
ことのないよう健全な財政運営に努めます。

財政の健全化判断比率等のお知らせ

　問合せ　財政課 財政係　 ☎２１－２１１４

（　　）は前年度数値
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